
土
地
の
評
価
替
え
は
、
地
価
の
変
動
な

ど
を
考
慮
に
入
れ
な
が
ら
、
上
の
図
の
よ

う
な
流
れ
で
行
い
ま
す
。
土
地
の
評
価
額

は
、
道
路
に
接
す
る
標
準
的
な
土
地
１
ｍ

あ
た
り
の
価
格
で
あ
る
「
路
線
価
」
を
も

と
に
計
算
し
ま
す
。

評
価
替
え
は
３
年
ご
と
に
行
わ
れ
ま
す

が
、
地
価
の
下
落
な
ど
に
よ
り
評
価
額
を

３
年
間
据
え
置
く
こ
と
が
適
当
で
な
い
土

地
に
つ
い
て
は
、
毎
年
評
価
額
を
修
正
し

て
い
ま
す
。

前
回
の
評
価
替
え
を
行
っ
た
平
成
12
年

度
と
比
べ
る
と
、「
商
業
地
」
は
依
然
と

し
て
地
価
の
下
落
が
進
ん
で
い
る
た
め
、

評
価
額
も
下
落
傾
向
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
「
住
宅
地
」
は
一
部
地
域
で
緩
や

か
な
上
昇
が
あ
る
も
の
の
、
全
体
的
に
は

下
落
傾
向
が
広
が
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。

固
定
資
産
税
の
税
額
は
「
課
税
標
準

額
×
税
率
」
で
求
め
ま
す
が
、
負
担
水
準

(

新
し
い
評
価
額
に
対
す
る
前
年
度
課
税

標
準
額
の
割
合)

に
よ
っ
て
、
調
整
さ
れ

て
い
ま
す(

右
参
照)

。
負
担
水
準
が
高
い

土
地
は
税
負
担
を
引
き
下
げ
た
り
、
据
え

置
い
た
り
し
ま
す
。
一
方
、
負
担
水
準
が

低
い
土
地
は
、
緩
や
か
に
税
負
担
を
引
き

上
げ
て
い
く
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
評
価
額
が
下
が
っ
て
も
、
前

年
度
の
課
税
標
準
額
と
の
差
に
よ
っ
て

固
定
資
産
税
は
、
今
年
１
月
１
日
現
在

で
所
有
し
て
い
る
土
地
や
家
屋
、
償
却
資

産(

工
場
の
設
備
、
会
社
の
備
品
な
ど)

に

課
税
さ
れ
る
税
金
で
す
。

平
成
15
年
度
は
、
土
地
と
家
屋
の
評
価

替
え
を
行
い
ま
す
。
評
価
替
え
は
、
固
定

資
産
税
の
算
定
基
礎
と
な
る
土
地
と
家
屋

の
評
価
額
を
３
年
ご
と
に
見
直
す
作
業
で

す
。新

し
い
評
価
額
で
税
額
を
計
算
し
た
平

成
15
年
度
の
固
定
資
産
税
納
税
通
知
書

は
、
５
月
９
日
に
お
送
り
す
る
予
定
で
す
。

第
一
期
分
の
納
期
限
は
６
月
２
日
で
す
。

問い合わせ 資産税課q(866)2056
q(866)2057

用途により、状況
が類似する地域に
区分します

地域内の主要な道路
に面している標準的
な宅地を選びます

家屋の固定資産税＝課税標準額×税率1.6％

家屋の　　　 をもとに算定します

●再建築価格とは…評価の対象となった家屋
とまったく同じものを評価の時点において
新築するものとした場合に必要とされる建
築費です。
●経年減点補正率とは…建築後の年数経過に
よって生じる損耗による家屋の減価などを
あらわしたものです。

再建築価格×経年減点補正率

●土地の固定資産税は

土地の固定資産税＝課税標準額×税率1.6％

不動産鑑定士によ
る評価をもとに、
標準的な宅地1�
あたりの価格「路
線価」を決めます

路線価をもとに各宅
地の評価額を決めま
す。ただし、形状な
どにより補正を行う
場合もあります

※１�あたりの評価額は、
［路線価×形状による補正率］で計算

●
評
価
額
の
決
め
か
た

負担水準(％)＝
前年度課税標準額
新評価額

負担水準
80％以上
80％未満
70％以上
60％以上70％未満
60％未満

住
宅
地

商
業
地

据え置きまたは引き下げ
緩やかに引き上げ
引き下げ
据え置き
緩やかに引き上げ

税　　額

●負担水準によって税額を調整

評価額

４
月
１
日
(火)
か
ら
６
月
２
日
(月)
ま
で
の

平
日
、
午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分

期間 縦覧できるかた

●
納
税
者

●
納
税
者
と
同
居
の
親
族

●
納
税
管
理
人

●
納
税
者
の
代
理
人(

委
任
状
が
必
要
で
す)

商業地区

平成15年度は

固定資産税の
評価替えです

家
屋
の
評
価
替
え
は
、
平
成
12
年
度
の

評
価
替
え
以
降
、
３
年
間
の
建
築
費
の
変

動
を
反
映
し
た
新
し
い
基
準
で
算
定
し
ま

す
。
た
だ
し
、
平
成
15
年
度
の
新
し
い
評

価
額
が
、
評
価
替
え
前
の

価
格
を
上
回
っ
た
場
合

は
、
評
価
替
え
前
の
価
格

に
据
え
置
き
ま
す
。

持参するもの

●
印
鑑

●
納
税
通
知
書
、
運
転
免
許
証
な
ど
本
人
で

あ
る
こ
と
を
証
明
で
き
る
も
の

●
法
人
の
場
合
は
、
代
表
者
印
を
押
し
た
申

請
用
紙
ま
た
は
委
任
状

＊
土
地
や
家
屋
の
評
価
額
を
比
較
し
、
自
己
所

有
の
資
産
の
評
価
額
が
適
正
か
ど
う
か
確
認
し

て
い
た
だ
く
と
い
う
制
度
の
趣
旨
か
ら
は
ず
れ

る
場
合
は
、
お
断
り
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

＊
縦
覧
帳
簿
の
写
し
は
交
付
し
ま
せ
ん
。

土
地
価
格
等
縦
覧
帳
簿
…
所
在
、
地
番
、
地

目
、
地
積
、
評
価
額

家
屋
価
格
等
縦
覧
帳
簿
…
所
在
、
家
屋
番
号
、

種
類
、
構
造
、
床
面
積
、
建
築
年
、
評
価
額

縦覧できるもの

４
月
１
日
(火)
か
ら
平
日

午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分

期間持参するもの

●
印
鑑

●
納
税
通
知
書
、
運
転
免
許
証
な
ど
本
人
で
あ

る
こ
と
を
証
明
で
き
る
も
の

●
閲
覧
で
き
る
か
た
の
２
〜
４
の
か
た
は
、
権

利
を
証
明
で
き
る
も
の(

賃
貸
借
契
約
書
な
ど)

●
法
人
の
場
合
は
、
代
表
者
印
を
押
し
た
申
請

用
紙
ま
た
は
委
任
状

固
定
資
産
課
税
台
帳

…
所
有
者
、
所
在
、
地
番
、
地
目
、
地
積
、
家

屋
番
号
、
種
類
、
構
造
、
床
面
積
、
建
築
年
、

評
価
額
、
課
税
標
準
額
な
ど

閲覧できるもの

市
役
所
１
階
　
資
産
税
課

＊
土
崎
・
新
屋
支
所
で
も
納
税
義
務
者
は
「
固
定
資

産
課
税
台
帳
」
の
写
し
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
た
だ
し
、
記
載
事
項
に
つ
い
て
の
説
明
を

求
め
る
か
た
は
、
資
産
税
課
へ
お
い
で
く
だ
さ
い
。

場所

市
役
所
１
階
　
資
産
税
課

＊
土
崎
・
新
屋
支
所
で
の
縦
覧
は
行
い
ま
せ
ん

場所

閲覧できるかた

新
た
な
縦
覧
制
度
で
は
自
分
で
所
有
す

る
土
地
・
家
屋
の
価
格
と
、
ほ
か
の
土

地
・
家
屋
の
価
格
と
を
比
較
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
ご
自
分
の
資
産
の
評
価
額
が

適
正
か
ど
う
か
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

縦
覧

納
税
義
務
者
の
ほ
か
、
新
た
に
借
地
人
・

借
家
人
な
ど
も
、
使
用
し
て
い
る
固
定
資
産

に
限
り
閲
覧
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

閲
覧

は
、
固
定
資
産
税
が
少
し
上
が
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
負
担
調
整
は
、
税
額
の
急

増
を
避
け
な
が
ら
、
地
域
や
そ
れ
ぞ
れ
の

土
地
に
よ
り
ば
ら
つ
き
が
あ
る
税
負
担
を

一
定
の
水
準
に
均
衡
化
し
、
公
平
な
課
税

を
行
う
た
め
に
設
け
ら
れ
た
も
の
で
す
。

土
地
の
評
価
額
は
、
平
成
５
年
度
以
前

は
地
価
公
示
価
格
よ
り
か
な
り
低
い
額

で
、
そ
の
水
準
も
市
町
村
に
よ
っ
て
ば
ら

つ
き
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
の
た
め
、
平
成

６
年
度
に
全
国
一
律
に
地
価
公
示
価
格
の

７
割
を
め
ど
に
評
価
替
え
を
行
い
ま
し
た

が
、
そ
れ
に
よ
っ
て
、
評
価
額
が
大
幅
に

上
昇
し
た
地
域
が
あ
り
ま
し
た
。

本
来
は
「
評
価
額
＝
課
税
標
準
額
」
で

す
が
、
こ
の
よ
う
な
地
域
で
は
そ
の
評
価

額
を
そ
の
ま
ま
課
税
標
準
額
と
す
る
と
、

税
額
が
急
増
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ

の
た
め
、
課
税
標
準
額
を
緩
や
か
に
引
き

上
げ
て
評
価
額
に
近
づ
け
て
い
く
よ
う
に

調
整
し
て
い
ま
す
。
今
回
の
評
価
替
え
で

も
、
引
き
続
き
こ
の
調
整
措
置
が
適
用
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

土
地
の
地
目
は
、
土
地
登
記
簿
上
の
地

目
に
か
か
わ
り
な
く
、
現
状
の
土
地
の
使

わ
れ
方
に
よ
っ
て
決
め
て
い
ま
す
。
昨
年

は
、
市
街
化
区
域
を
対
象
に
、
路
線
の
状

況
を
見
直
す
調
査
も
行
い
ま
し
た
。

課
税
内
容
が
変
わ
っ
て
い
る
場
合
が
あ

り
ま
す
の
で
、
納
税
通
知
書
の
課
税
明
細

書
で
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

課
税
の
対
象
と
な
る
の
は

現
状
の
地
目
で
す

評
価
額
が
下
が
っ
た
の
に

税
額
が
上
が
る
？

秋
田
市
の
地
価
の
動
向

土
地
の
評
価
を
見
直
す

土
地の固

定
資
産
税

土
地

●家屋の固定資産税は

家
屋の固

定
資
産
税

家
屋

住宅地区

地
方
税
法
の
改
正
に
よ
り
、
４
月
１
日

か
ら
縦
覧
・
閲
覧
制
度
が
変
わ
り
ま
す
。

新
し
い

縦
覧
・
閲
覧
制
度
で

資
産
の
内
容
を
チ
ェ
ッ
ク
！

格
差
を
な
く
す
た
め
に

税
負
担
を
調
整

課税標準額９割

課税標準額７割

本来は課税標準額＝評価額

税負担に格差ができます

▼Ａさん

Ｂさん

＊本来は課税標準額=評価額ですが、地域や土地によって、
評価額と課税標準額の差が大きい所と小さい所があり
ます。この差から生まれる税負担の格差を負担水準を
使って調整します(左ページ本文参照)。

評価額100 (住宅地の場合)
負担水準が90％のＡさ
んの税額は据え置き、
負担水準が70％のＢさ
んの税額を徐々に引き
上げて格差を小さくし
ていきます。

1617 広報あきた　３月14日号

２

をもとに算定土地全体の評価額


